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共同研究
「検証・都市伝説」⑶
„Urban Legend-Check III“
弁護士法研究会
（代表　森　　　　　勇）
タクシードライバー弁護士
─ データに基づいた「現代神話のチェック：
弁護士とその第二の職業」─
Taxifahrende Rechtsanwalt:  
Der Fakten-Check zu einer modernen Legende:  
Rechtsanwalt und zweiter beruf
マティアス・キリアン＊
訳　森　　　　　勇＊＊
　弁護士に関する神話がほんとうなのか，これをチェックする。そういう
もくろみの下，ソルダン研究所の実態調査（フィールド・ワーク）に基づ
いて，すでに二回（AnwBl 2015, S. 398; 2015, S. 478），神話の真偽ないし
はその実体を検討してきた。今月のソルダン研究所発の「チェック・都市
伝説」では，「タクシードライバー弁護士」というもののイメージについ
て，その根にあるものを追っていく。この「タクシードライバー弁護士」
というイメージは，弁護士としての仕事では生活費をまかなえないため，
＊　ケルン大学教授・ソルダン研究所代表
 　Matthias Kilian
 　Prof. Dr., Universität zu Köln, Direktor des Soldan Instituts
＊＊　所員・中央大学法科大学院教授
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経済的理由で補充的な収入源を発掘することを余儀なくされている一部弁
護士をシンボリックに象徴するものである。本稿は，若い弁護士諸兄姉が
一般的に弁護士以外の仕事（訳注1）をしてはいるが，とはいっても，生きて
いくためというのは，どちらかといえばその大きな理由ではないというこ
とを示すものである。
　（訳注 ₁ ） 　ここで弁護士以外の仕事とされているもののなかには，わが国では
（弁護士の仕事とは何かが，必ずしも明確ではないこともあいまって）
弁護士の仕事ととらえられてもよいものもふくまれている点には注意
されたい。
I．序
　弁護士としての活動だけでは，その生計を満足に維持できないことか
ら，その執務時間を，もっぱら自分の事務所で過ごすことなく，やむなく
タクシーのハンドルを握って過ごす「タクシードライバー弁護士」の話を
聞いたことのない者はいないであろう。特に頻繁にタクシードライバー弁
護士像が登場してくるのは，匿名を希望するインターネット検索エンジン
や，講演，弁護士団体役員のインタビュー，弁護士仲間のブログあるいは
弁護士マーケットに関する新聞・雑誌等の記事に，検索ワードをかけてみ
ればわかる。これらの検索結果として出てくる解説をみると，タクシード
ライバー弁護士というのは何なのか，その内容は，いうまでもないことだ
が，はっきりしていない1）。タクシードライバー弁護士が喧伝されている
時期すべてつうじてみても，（弁護士認可・取消事件を管轄する）弁護士
裁判所がタクシードライバー弁護士に関して下した公表裁判例も知られて
1）　弁護士となる前にタクシードライバーをしていた者あるいはタクシー事業者
であった者（そういうことで，弁護士認可を受けた後は，特にまたタクシード
ライバーをその顧客ターゲットととらえている者）は，もちろんいる。以前タ
クシードライバーからタクシー事業者であり，比較的遅く弁護士となった者が
いるが，彼が，業界において，この話をある種有名としたのであった。
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いない2）。ちなみに，弁護士裁判所は，この時期，弁護士が同時に運送業
を営むことは，弁護士の認可要件を定める連邦弁護士法 ₇ 条 ₈ 項に─そ
うこうするうちに当然のこととして─抵触しないと明言することを迫ら
れていたのであった（訳注2）。かてて加えて，仕事上でタクシーを利用した
際に，そのドライバーに対して，「君は弁護士の認可を受けている同僚の
ドライバーを知っているか」という質問により行われた弁護士会等の役員
のフィールドワークがいくつも報告されている。しかし，こうした調査か
らも，タクシードライバーの実在は確認されていない3）。
　（訳注 ₂ ） 　つまり，もしタクシードライバー弁護士がいたとしたら，当然に弁
護士認可ないしは取消の問題として，弁護士裁判所の裁判例に登場し
ていたはずであるから，そうした例はなかったと考えられる。
　つまり，明らかにうまく仕組まれた4），困窮からタクシードライバーを
2）　タクシー事業者としての活動についても，BGH BRAK-Mitt.1993, 171参照。
（当事者は，当学生および修習時代にタクシードライバーをしており，当初弁
護士会そして弁護士法院（Anwaltsgerichtshof(AGH) = 弁護士認可事件の第二
審）から拒絶された認可申請の際には，すでにこれを，自分がタクシーを運転
するのではなく，他の者に「走らせる」だけの「タクシー事業者」となってい
た）。なお，タクシードライバーに関しては，弁護士認可事件の終審である連
邦通常裁判所（Bundesgerichtshof=BGH）は，付随的ではあるが，認可拒絶事
由を定めている連邦弁護士法 ₇ 条 ₈ 号（弁護士としての職業とそぐわない別の
職業）との整合性の問題としてとらえている。BGH NJW 2004, 212参照。もっ
とも，連邦通常裁判所がこの点について判断を下したことはない。
3）　余暇に研究活動をしている人が，あるとき，タクシードライバーからあっけ
にとられる次のような答えがあったと報告してくれた。すなわちそれは，「い
いえ。ドライバー仲間で弁護士をやっている者を私は知らない。もし本当にそ
ういうことがあるのであれば，その人が，長いことタクシードライバーをして
いるなどということはないだろうね。なぜなら，彼は，疑いもなく，タクシー
ドライバーギルトのすべての同僚から，彼らが抱えている法律問題について相
談を受けることになるからだよ。」というものであった。
4）　この都市伝説は，ドイツの放送局である ZDF が数年前にその登録ウェブサ
イトで，タクシーを運転しながら法律相談にのる弁護士という作り話を世に送
り出したことで，そうこうするうちに世に広まったのであった。この作り話の
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する弁護士という作り話は，どちらかといえば，弁護士はその生活費を確
保するために弁護士以外の職業活動をしなくてはならないほど経済的にひ
どい状態にあることを明確に示すには格好のモデルだということである。
　ここでは，タクシーの運転というのは，弁護士が副業としている多くの
興味を引く仕事の一つに過ぎないのである。彼らが副業として営んでいる
ものは，外部にあって仕事を手伝うというもの（訳注3）からワイン販売業さ
らには医者まで多様である。
　（訳注 ₃ ） 　außendienstmitarbeiter・この中には，大学の助手から企業の仕事
を引き受ける者までその態様は多様である。
　以下で解明されることになる，副業が広く行われているのは生きるため
の戦略だという主張が正しいか，それとも「都市伝説」の一つでしかない
のかという問題とは関係なく，こうした主張は，かかる主張をする者たち
に特徴的な自意識を示している。すなわち，こうした主張は，弁護士は，
もっぱら弁護士として活動すること以上にすばらしいものを考えることは
できないし，弁護士としての活動とならんでする補充的な活動は，どんな
ものであっても，楽しいことではありえず，反対に負担になるはずだとい
う自意識をその前提としているのである。これは，使われている用語から
してすでにうかがえる。なにしろ，弁護士としての活動と並行して行われ
ている職業は，「副業（zweiter Beruf）」と表記されているわけだが，これ
は，弁護士としての活動が本当あるいは目指した主たる職業（本業）であ
るということを前提としているのである。
　2013年にソルダン研究所が行った「若手弁護士・その教育，就職そして
キャリア」という研究5）は，実態調査に基づいて，どのくらいの弁護士が，
弁護士は，ルール地方の Wanne という町で，自分のタクシーで，タクシー料
金と「パッケージ」で法律相談を提供するというものであり（タイトルは，
「タクシー§……人員輸送とモバイル弁護士事務所」）料金は初回の法律相談，
49.95ユーロ　10キロからは， ₁ キロごと15ユーロである（このコンセプトは，
職業法上これで幕引きということにはならない。少なくとも，19キロから20キ
ロの間については，弁護士報酬法（RVG）31条 ₁ 項 ₃ 文が定める報酬上限を
超えていよう）。
はい
19％
いいえ
81％
図 ₁ 　 弁護士とならんで副業に従事している割合
（企業・団体内弁護士 “Syndikus” を除く）
出典
Matthias Kilian
Die junge Anwaltsachaft 2014
Forschags bericht des Soldan Institut, Bd. 17
Ausbildung, Berufseinstieg und Berufakarrieren
Eine empirische Untersuchung der Zulassungs-
jahrgänge 2004 bis 2010
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どんな理由から弁護士以外の仕事を行っているかという問題と取り組む良
い契機となった。若手弁護士とは，具体的には，2004年から2010年にかけ
て弁護士認可をうけた弁護士である。これらの弁護士は，こうした調査に
とって，特に適した手かがりとなる。というのは，仕事を始めたばかりの
者にとって，最初の何年かは，その職業活動を弁護士に限定することは，
なんといっても困難なはずだからである。そういうことから，職についた
ばかりの弁護士に，⑴果たして副業をしているか（以下Ⅱ），そして，⑵
その理由は何か（以下Ⅲ）を質問した6）。いうまでもなく，特に興味深か
5）　Kilian , Die junge Anwaltsachaft: Ausbildung, Berufseinstieg, Berufakarrieren, 
Bonn 2014.
6）　本稿での考察にあたっては，自分を団体（企業）内弁護士（Syndikusanwalt）
だとした者は除いた。というのは，企業内弁護士の場合，企業内弁護士として
勤務する企業ないしは団体の外での自分の事務処での仕事はすべて二次的だか
₀ 20 40 60 80 100
講師・研究・調査報告
会社役員・企業経営者
法律上の職業後見人等
コンサルタント
税理士
法律家
著作
スポーツや音楽の分野
高等教育機関の学術助手
政治関連職
校正作業
建物管理
通訳
専門事項担当者
その他
43
₇
₆
₅
₄
₄
₄
₄
₃
₂
₂
₂
₂
₂
₈
図 ₂ 　副業の種類 （％）
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ったのは，特定のタイプの弁護士が，副業をしている頻度が高かった点で
ある。広範にわたる社会人口統計学的なデータの調査は，この点にも言及
することができる（以下Ⅳ）。さらに，これまでの研究においても，若手
弁護士に対し副業に関して質問をしていたことから，副業という現象に関
する長期間にわたる観察結果を，この機会に示すことができる（以下Ⅴ）。
II．弁護士の副業─その割合と種類
　質問をした若手弁護士の19パーセントが，弁護士としての活動とならん
で，収入をともなう仕事に従事していると回答した。もっとも，若手弁護
らである。
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士の大多数を占める81パーセントが，もっぱら弁護士の仕事しかしていな
いと答えた。別の仕事をしていると答えた者の内，ダントツの43パーセン
トがあげたのは，研修などの際の講師ないしは研究・調査報告である。そ
のほかの副業に従事している者の割合は，これら副業をカテゴライズでき
る範囲ではあるが，すべてにつき10パーセント未満であった。
　非常に低い割合でしかないが，副業としてあげられた頻度が高いのは，
「会社役員ないし企業経営者」，「法律上の職業後見人」，「コンサルタン
ト（訳注4）」，「税理士」そして「本等の執筆者」であった。
　（訳注 ₄ ）　コンサルティング内容は問わない。
III．副業にたずさわる理由
　なぜ弁護士が，弁護士としての仕事の他に，別の仕事をするのか，その
動機は多様であり，また財政的な考慮だけから別の仕事をしているわけで
はない。62パーセントと最も多くあげられたのは，副業が弁護士としての
活動にとって有益だという点である。ここでは，副業が行われるのは，ネ
ットワークを作り上げよう，そしてまた，弁護士が求められる際に推薦さ
れるようなネットワークを構築しようという考えに基づいている。
　同じく64パーセントがその理由としてあげたのは，弁護士の仕事ばかり
をしていたくない，ないしは，副業はおもしろい，あるいは気分を変えた
い，はたまたそれに興味・関心があるということであった。弁護士として
の仕事だけでは生活を維持していけないとして，直裁に経済的な考慮をあ
げたのは30パーセントである。副業をしている若手弁護士の27パーセント
が，副業は別の理由からしていると答えた。この点については，自由回答
方式での質問によって詳しく調べることができた。最も頻度が高かったの
は，副収入がほしいということであった。この場合，それは，経済的な必
要性に基づいているわけでないことは明らかである。
　副業が行われている場合をみると，アンケートに答えた弁護士平均で，
生活費の30パーセントを副業から，そして70パーセントを弁護士としての
₀ 20 40 60 80 100
弁護士の仕事にとり有益
継続研鑽のため
宣伝のため
その他
好意からでた仕事・
家族的な理由による支援
弁護士になる前から
していた仕事
生活のため
その他の理由
副収入
弁護士ばかり
してたくはない
64
62
30
27
₄
₁
₁
₁
₁
₄
図 ₃ 　副業にたずさわる理由
自由回答
部分
（％）
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仕事からえていた。
　もっぱら経済的理由から副業をしているわけではないとした弁護士に対
して，さらに「あなたは，弁護士の仕事でその生活をまかなうことができ
ますか」という質問をした。留保をつけずに「イエス」と答えたのは，わ
ずか73パーセントだけであった。限定的ながら，弁護士の仕事でその生活
をまかなえるとしたのは，12パーセントであった。16パーセントが他から
の収入があるとした。そうすると，経済的理由から副業をしている弁護士
のグループは，副業は経済的理由からかという質問に対し直裁に「イエ
ス」を選択した30パーセントより多いことになる。全若手弁護士に占める
その割合は，9.6パーセントだと推計される。
IV．職業活動タイプと副業をしているかどうかの相関関係
　弁護士をタイプにわけてみると7），果たして職として副業をするかしな
いかについてはっきりした違いがみられる。収入をともなう副業の頻度が
7）　この計算には，企業内弁護士は入っていない。
図 ₄ 　弁護士のタイプごとの副業割合（P 値は0,05未満）
₀ 20 40 60 80 100
新設事務処の単独弁護士
合同事務所の単独弁護士
単独弁護士の勤務弁護士
共同事務処形態の
勤務弁護士
共同事務処形態の
パートナー弁護士
64 36
76 62
73 24
91
86 14
₉
その他の活動はない その他の活動をしている （％）
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もっとも高いのは，事務処を（共同）経営している者である（28パーセン
ト）。これに対し，もっとも少ないのが，勤務弁護士である（10パーセン
ト）。フリーランス弁護士は，22パーセントとなっている。フリーランス
弁護士では，22パーセントが副業を営んでいる。さらに細かくみてみる
と，単独弁護士事務処を設立した弁護士が副業からの収入によっている者
に占める割合は，36パーセントと，事務処を（共同）経営している弁護士
にくらべると明らかに高い。自分たちであらたに共同事務処形態を開設し
たパートナー弁護士で副業をしているのは，（副業をしている）新規に事
務処を設立したすべての弁護士のなかでは一番少ない（24パーセント）。
　副業をする動機に関する質問では，明確な違いがみられた。弁護士とし
ての仕事では食べていくことができないので，そのせいで収入をともなう
副業をすることになったと答えたのは，勤務弁護士ではわずか10パーセン
トである。（共同も含めた）事務処所有（経営）者の ₃ 分の ₁ 以上（36パ
ーセント），同じくフリーランス弁護士の ₃ 分の ₁ 以上（34パーセント）
が，弁護士としての収入で生活費すべてをまかなえないことから，副業を
始めたと答えた。弁護士だけをしたくはないからと答えたのは，勤務弁護
士では43パーセントであり，もっとも少なかった。フリーランス弁護士の
₃ 分の2（66パーセント）が，これを副業の理由にあげた。
　単独弁護士事務処を設立した弁護士の過半数は，弁護士の仕事だけをし
ていたくはないとした（58パーセント）が，これに対し，合同事務所の設
図 ₅ 　職業実践のタイプに応じた副業の理由（P 値は0,05未満）
₀ 20 40 60 80 100
生活維持のため
弁護士の仕事だけ
していたくない
36
10
34
53
42
66
事務所共同経営者 勤務弁護士 フリーランス弁護士 （％）
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立者の場合，この点を副業の理由にあげた者は，明らかに少ない（36パー
セント）。さらに，単独弁護士事務処を担うことないしは合同事務所開設
にともなって一般的にみられる諸困難というものが，なぜ副業をすること
になったか，その理由にもあらわれている。彼らの37パーセントが，その
決定的な理由として，弁護士の仕事では生活を維持することができないこ
とをあげた。これに対し，長きにわたって続いている事務処に入所した者
では，その割合はわずか17パーセントであった。個人弁護士のところに勤
務した場合，経済的事情から副業をすることになった者の割合は，26パー
セントで，平均より高い。共同事務処形態に勤務する者についてみると，
経済的事情から副業についたとする者は，（共同事務処形態に勤務弁護士
で副業をしている者の）わずかに ₇ パーセントであった。
V．弁護士としての仕事からの収入とそれ以外の仕事からの収入
　弁護士とならんでそれ以外の仕事をしている者についてみると，ほかの
仕事からの収入が全体の収入に占める割合は，勤務弁護士が一番低く，12
パーセント弱であった。事務処共同経営者では，その収入の35パーセント
を，フリーランス弁護士では，37パーセントをほかの仕事からの収入が占
めた。このことから，（共同の者も含め）事務処（共同）経営者とフリー
ランス弁護士は，そもそも副業をする頻度が明らかに高いだけではなく，
図 ₆ 　職業実践のタイプごとの弁護士活動と副業の収入割合（P 値は0,05未満）
₀ 20 40 60 80 100
事務所共同経営者
フリーランス弁護士
勤務弁護士
65 35
88 12
63 37
弁護士活動からの収入 その他の職業活動からえる収入 （％）
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副業からの収入がその生活費に占める割合も明らかに高いということがわ
かる。さらに，弁護士の仕事だけでは食べていけないことを副業にたずさ
わる理由にあげた弁護士では，その収入の45パーセントを，弁護士以外の
仕事からえていた。
VI．認可世代別の副業率
　認可を受けた時期がここで取り上げた若手弁護士より古い弁護士と比較
してみると，その種類が法学に関係するものかそうでないかに関係なく，
副業についている弁護士の割合は，はっきりと下がっている。1997年に
は，30パーセントとほぼ ₃ 分の ₁ が副業をしていた8）。これは，若手弁護
士の経済状況が改善されたことを示す指標といって差し支えなかろう。
図 ₇ 　世代別副業率
₀ 20 40 60 80 100
副業をしていない
副業をしている
70
81
30
19
認可の時期1990─1996 認可の時期2004─2010 （％）
8）　Hommerich/Kilian, Berufstiation junger Rechtanwaltinnen und Rechtsanwalte, 
2006, S. 49.
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VII．総　　　括
　果たしてドイツに，（敗残兵ならぬ）タクシードライバー弁護士がいる
か。本稿によってもいまだ確定はできないとせざるをえない。ただ，ここ
で取り上げた研究に際してアンケートに答えてくれた若手弁護士3,525人
のなかには，一人もタクシードライバー弁護士はいなかった。もっとも，
それがタクシードライバーかどうかは別に，副業を営んでいる者はいる。
いうまでもないが，副業で稼いでいる若手弁護士は， ₅ 人に ₁ 人に満たな
い。好きだからとかネットワーク作りのためだとか，あるいは「単なる」
弁護士で終わりたくないという希望からではなく，経済的な必要性から，
弁護士の仕事と弁護士以外の仕事をとっかえひっかえしている弁護士は，
さらにわずかだということははっきりしている。その数は，10人に ₁ 人に
も満たない。かつてと比べ，副業をしている弁護士は，減少している。
1990年では，現在の約1.5倍が副業をしていた。現在法学部学生および修
了生が減少しているが，これは，副業をする弁護士の割合のさらなる低下
をもたらすことになろう。
